
1．研究調査の目的

21世紀初頭は通信と放送の融合が進み，多メディア，多チャンネルのサービスが衛星通信，移動体通信やデジ

タル放送など様々な伝送路を通じて受信者に届けられる時代である。従って変化する無線環境や異なる伝送方式

によるサービスをシームレスに送受信できる，いわゆるアダプティブ技術が重要となる。この要求に対して，ソ

フトウェア無線技術の研究がすでに始まっているが，ベースバンドと IF 段の技術にとどまっているのが現状で

ある。コンピュータの処理速度とリアルタイム処理の困難さを考えるとマイクロ波やミリ波帯でのアダプティブ

技術は当面アダプティブなハードウェアを開発し，それをコンピュータで制御する手法が現実的である。

マイクロ波・ミリ波帯でのアダプティブデバイスとしては磁性体の磁界によるコントロールや誘電体の電界に

よるコントロールが考えられるが，本研究では液晶のマイクロ波・ミリ波応用として電界可変型の遅延線，位相

器や整合デバイスを開発し，高周波帯でのアダプティブ技術を実現することを目的としている。

2．方法

研究の重点は次の２点において進める。

�　マイクロ波・ミリ波帯でのアダプティブデバイスに最適な液晶材料の提案

�　低損失と高速応答を兼ね備えた液晶遅延線構造の提案

� については，遅延線の可変位相量を決定する２つの方向の印加電界に対応する誘電率 ,f f =#l l^ h とそれぞ

れの場合の誘電損を与える ,tan tand d=# を屈折率 ｎ の異なる液晶材料を TEM 伝送路に挿入し，２種類の

方法で３～33GHzにわたりマイクロ波・ミリ波技術を用いて測定する。また応答特性については viscosity

（液晶の粘性係数）の異なる液晶材料にレーザ光を投射する方法で光学的に測定する。

� については，代表研究者等の研究でマイクロストリップ型遅延線の挿入損失は導体損が支配的で損失を低

減するためには液晶層を厚くすればよいが，厚くすると液晶層厚の２乗に比例して応答速度が遅くなってい

ることがわかっている。本研究では，ベクトルネットワークアナライザを中心とするマイクロ波実験とソフ

トウェアによる電磁界シミュレーションを使い，低損失化のための遅延線構造の新規提案を含め具体的なマ

イクロ波・ミリ波低損失可変遅延デバイスの実現を目指す。

3．結果

3.1 マイクロ波・ミリ波帯でのアダプティブデバイスに最適な液晶材料の提案

3.1.1 カットバック法による誘電特性の測定 [1],[2],[5]

光ファイバの伝送特性（減衰特性や伝送帯域幅など）の決定に用いられているカットバック法をマイクロ波・

ミリ波帯での誘電特性の測定に応用した。液晶の複素比誘電率を fo，その実部を fl，虚部 fm を及び液晶の誘電

体としての損失角を tan dとし，それらの関係を式�で表す。

tanj ， ・= - =f f f f f dl m m lo �

同軸管の内導体と外導体の間隙に液晶を充填した長さの異なる２本の同軸管の通過特性と群遅延を測定すると

発表資料[1] より flと tandを��式で求められる。
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ただし， LD [mm]：長さの異なる２つの同軸管 ,L L1 2] gの差 ,L L L g1 2= - xD D] g [sec]： LD だけ伝搬したときの群

遅延量（Group delay）， CxD [sec]： LD を光が進む時間， f：測定周波数 [MHz]， ,d D：内，外部導体の径

[mm]，t：内，外部導体の体積固有抵抗 / ,mm km L LL
2 ：:X DD] g8 B の長さを伝搬したときの伝送損である。

式�を式�に代入し，tanδに初期値０を与えて初期値から微小ステップで値を増加し，両辺が一致して収束

するまでコンピュータによる計算を繰り返し行う。このように tanδの値が決定すると式�より誘電率の実数部

flも決定できる。

５種類の MERCK 社製ネマティク液晶材料をマイクロ波帯で測定した結果を図1，図2に示す。なお 10kHz～

3GHz の誘電特性については発表資料[1]に示すように誘電緩和現象が確認できた。3～40GHz の周波数帯で連続

的な周波数変化に対応する形で誘電特性を測定した結果，f #l （液晶分子の長軸が高周波電界 Erf と平行のときの

複素誘電率 f#
o の実数部）と f =l （液晶分子の長軸が高周波電界 Erf と垂直のときの複素誘電率 f

:

=
の実数部）は

極めて広帯域にほぼ一定の値を示した。液晶の２つの配向状態における誘電率の差（誘電異方性）を

= -f f fD =#l l l^ hとすると fD lは材料によって 0.4-0.8 の値を示した。
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図１　液晶誘電率の周波数（ , ,f f fD=#l l l）

図２　液晶の損失角の周波数特性（ ,tan tand d=# ）



これらの結果から明らかなように 3-40GHz では誘電緩和もなく，広帯域に fD l はほぼ一定で比較的低損失な

誘電特性を示すことから，これらの材料を用いたアダプティブデバイスは，広帯域に伝送特性を電圧で制御でき

ることが期待できる。

3.1.2 誘導結合（L結合）型リング共振器を用いたマイクロストリップライン型デバイスの実効的な誘電特

性の測定 [2],[3],[4],[6],[7],[10],[11]

本節ではマイクロ波・ミリ波帯で可変遅延線など多くのアダプティブデバイスの開発が進められているマイク

ロストリップライン構造で液晶材料の実効的な誘電率を直接測定した結果を述べる。

図3は新たに開発した誘導結合（L結合）型リング共振器である。コネクタの芯線とリング共振器が直流的に

接続されている L 結合型リング共振器を用いて外部のバイアス T よりリング共振器と接地導体との間に直流電

圧（バイアス電圧）が印加される構造となっている。このリングと接地導体間の間隙に液晶材料を充填し，電圧

印加時と無印加時における高周波が感じる誘電率の変化を共振器の共振周波数変化として観測する。リング共振

器と接地導体間にバイアス電圧を印加したとき，液晶分子の長軸方向が伝搬する高周波（TEM波）の電磁界 Erf

と平行になり，比誘電率 f #l を示す。またバイアス電圧を印加しないとき，液晶分子はラビング処理を行ったポ

リイミド膜の機械的な配向力により高周波電界 Erf に垂直となり f =l を示す。
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図４　BL006の周波数特性（電圧印加時）

図３　液晶を充填したL結合リング共振器の構造



図4,5に BL006 を用いた液晶層をマイクロ波基板としたときの L 結合型リング共振器の通過特性（S21）の周

波数依存性を示す。図4は d.c.50V を印加したときの S21 の実験値とネマティック液晶の誘電率を 3.17（カット

バック法による f #l の平均値）とした場合の S21 のシミュレーション値を示している。実験結果の各共振周波数

はシミュレーションの計算値よりも高くなっていることがわかる。図5は電圧を印加しないときの S21 の実験値

とネマティック液晶の誘電率を 2.38（カットバック法による f =l の平均値）とした場合の S21 のシミュレーショ

ン値を示している。実験結果の各共振周波数がシミュレーションの計算結果と良く一致していることがわかる。

以上提案した方法を用いて, 一例として BL006 の誘電率と誘電異方性の測定結果を図6に示す。カットバック

法での測定結果は，誘電緩和もなく広帯域にわたって , ,f f fD=#l l l の値がほぼ一定である。また離散的な値で示

しているのがL結合リング共振器を用いた測定法により決定された誘電率の値である。ここでポリイミド配向膜

によるラビング処理を施した場合（▲，○）と施さない場合（●）について測定を行った。ラビング処理を行っ

た場合の rubf #l 値 2.8，ラビング処理を行わない場合の f #l 値 2.9となり，ラビング処理がバイアス電圧印加によ

る配向制御に影響を与えていることがわかる。またこれらの値はカットバック法で測定した f #l 値3.1よりも低い

値になった。一方 f =l の値はカットバック法で求めた値約 2.4 と良く一致する結果を得たため， fD l はカット

バック法で求めた値 0.8 から減少し 0.5 となった。この他の材料についても同様の測定を行い比較検討したとこ

ろ，材料によって測定値に若干のばらつきがみられるが，誘電率 f =l は測定法が異なっても良く一致しているの

に対し，f #l （ラビング有，無）についてはマイクロストリップライン構造での測定法の方が小さいという結果

を得た。
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図５　BL006の周波数特性（電圧無印加時）

図６　誘導率と誘電異方性（BL006）



3.1.3 液晶の実効配向係数 [2][3][4][8][12]

リング直下の液晶分子はほぼ分子の長軸が Erf に揃うのに対し，リングから離れたところの液晶分子は電界の

強度が弱くなり，印加されたバイアス電圧による影響をうけにくく配向力が弱くなるため，Erf の向きに長軸が

揃わない液晶分子もあり，それら全ての液晶分子の平均が誘電率 f #l の値になると考えられる。 従って，ラビ

ング処理を行わない場合においても同軸管構造とマイクロストリップライン構造の２つの測定法による誘電率と

値が一致しなかった理由が理解できる。また通常は液晶分子の初期配向を決定するラビング処理を行うため，そ

の機械的拘束に打ち勝つための直流電界強度が要求され，さらに小さい値になるものと思われる。 従って，マ

イクロストリップライン構造の場合の実効的な誘電率は，液晶材料の粘性係数（viscosity）とマイクロストリッ

プライン構造（線路の特性インピーダンスなど）により影響を受ける実効配向係数を材料の値にかけることで見

積もらなければならない。

液晶材料自身の誘電率をカットバック法で得られた値 f #l と仮定し， Cf #l とすると実効配向係数 ah は次式で

表される。

/a S C=h f f# #l l �

ここで < ,1a Sh f #l ：マイクロストリップライン構造で Erf の向きに液晶分子がほぼ平行に揃っているときの誘

電率， Cf #l ：カットバック法で測定された Erf の向きに液晶分子が完全に平行に揃っているときの誘電率である。

図７は 8GHz において粘性係数の異な３種類のネマティック液晶に対するそれぞれの ah を求めたものであ

る．実線はラビング処理が行われていない場合で，破線はラビング処理がある場合を示している。この図から粘

性係数が大きい材料はリング直下の液晶分子を除いて，初期配向の状態から直流電圧の印加方向に長軸の方向が

完全には配向しにくく， ah が１より小さくなっていることが分る。どちらの ah も 0.95 から 0.89 に減少してい

る。

図８は３種類のリング共振器（リング幅はそれぞれ 2mm, 1mm, 0.5mm）の特性インピーダンスに対する ah

310― ―

図７　viscosityに対する実効配向係数

図８　特性インピーダンスに対する実効配向係数



を示している。

一例として BL006 の材料を選び 8GHz での値を示した。特にラビング処理を行った場合には，液晶分子に対

する配向膜の機械的な拘束力が強いため特性インピーダンスが高いリングでは特性インピーダンスの低いリング

と比較して， ah の値が小さくなる。特性インピーダンスが高くなると基板厚に対するストリップ導体幅が相対

的に狭くなることを考えると， ah がより小さくなることが明らかである。

3.1.4 液晶材料の光学系による応答時間特性の測定結果 [1],[9]

バイアス電圧印加に対するネマティック液晶の応答時間特性を He-Ne レーザ（632.8nm）をツイストネマ

ティック構造の液晶セル（TNセル）に照射することにより光学的手法で測定した。図９に厚さ 50μm の TN

セルにした３種のネマティック液晶材料（BL005, BL011, MLC11000-100）に対する光学応答の立ち上がりおよ

び立ち下がり時間の印加電圧依存性を示す。電圧印加時の立ち上がり時間 rx は印加電圧の増加に対してほぼ単

調に減少していることがわかる。また粘性が大きい材料ほど大きく，バイアス電圧を十分に印加すると 10ms 程

度と比較的高速応答を示すことがわかる。一方，立ち下がり時間 dx はバイアス電圧に依存せずほぼ一定であり，

液晶材料により異なるが 900～2500ms と非常に長いことが分る。アダプティブデバイスの用途,目的にもよるが,

一般に rx と dx は共に小さな値であることが望ましい。図９から明らかなように両者とも液晶材料に依存する

が， rx は十分なバイアス電圧の印加により高速になるが， dx は rx に比べはるかに大きな値を示す。可変遅延線

への応用では応答特性の高速化には dx の減少がポイントとなる。小さな dx 値を得るためには， dx が液晶層厚

ｄ の２乗に比例するため d の減少が最も効果的であるが，d の減少はマイクロストリップライン構造の遅延線

などでは伝送損失の増大をもたらす。従って，高周波的には d の値を減少させず，液晶の初期配向状態に戻す

配向力に影響を与える２つのラビング層間の実効的な厚さを極力小さくするための構造的工夫が重要となる。

3.2 低損失と高速応答を兼ね備えた液晶遅延線構造の提案

本節で述べる液晶可変遅延線については、3.1.3 で述べた実効配向係数 ah を考慮しておらず，設計の初段階と

して液晶材料そのものの誘電特性に基づく設計手法を示している。 ah を考慮したものについては現在研究中で

ある。

3.2.1 液晶を用いた可変遅延線設計のための考察 [1]

図１, 図２に示す測定結果から fD l が最大と最小の２種のネマティック液晶 BL006 と MLC11000-100 を選び，

20，30，40GHz で可変位相範囲が 360°となる遅延線の設計を行った。遅延線の構造は図10に示すようなマイ

クロストリップライン型とし，液晶層の厚さ d は 50μm で，マイクロストリップラインの基板としての役割を

果たしている。 厚さ 1μm のストリップ導体はガラス板（厚さ 500μm，比誘電率 3.77，tanδ=10 4- ）にメッキ

されている。また液晶層をはさむ接地導体上面とガラス板下面はポリイミド膜がスピンコートされ，ラビング処

理がほどこされているものとする。そしてストリップ導体と接地導体間にはバイアス電圧が印加できる構造と

なっている。
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図９　応答時間特性（BL011,BL005,MLC11000-100）



設計に用いた２種の液晶の 20，30，40GHz での誘電定数の値を表1にまとめた。f #l と tand# の値はカット

バック法で用いる同軸管の内，外部導体間にバイアス電圧を 150V 印加し，液晶の長軸が高周波電界 Erf の方向

に十分平行に配向したときの値を用いている。また，マイクロストリップラインの幅は特性インピーダンスを約

50Ω とするため 100μm とした。設計にあたって伝送モードは完全な TEM モードを仮定し，入出力端におけ

る不整合損や線路からの輻射損は無視し，伝送損失はストリップ導体の導体損と液晶層とガラス板の誘電体損の

和で表されるものとしている。

図10に示すマイクロストリップラインの構造で電磁界シミュレーションを行い,液晶のそれぞれの状態での実

効比誘電率 efff #l と efff =l を求めたが，上部に配したガラス板（比誘電率 3.77）の影響で実効比誘電率が液晶の

比誘電率より大きくなっている。

液晶層にバイアス電圧を印加したときと無バイアスのときとの位相差を 360°まで可変できる遅延線を作る場

合に必要な遅延線の長さを l2r とする。また l2r の長さを TEM 波が伝搬したときのそれぞれの場合での総合の

伝送損失 ,L L, ,t t=# およびその内訳である導体損を ,L L, ,c c=# および誘電体損を ,L L, ,d d=# で表すことにする。ま

た 0m は自由空間波長を示す。

２種のネマティック液晶の 20，30，40GHz におけるシミュレーション結果を表２に示す。表２からわかるよ

うに fD l の大きい BL006 は 360°の位相変化を与える l2r が fD l の小さい MLC11000-100 より短くなり，360°

あたりの総合の伝送損失も小さくなっている。また，誘電体損についても材料の tandが小さい BL006 の方が小

さい値を示している。 ただし，両材料共に tand= の値が tand# の値より大きいため L , d= が L , d# より大きく

なっている。 つまりこれらの材料を用いて可変遅延線を構成する場合，無バイアス時の伝送損失 L , t= がバイア

ス電圧印加時の伝送損失 L , t# より大きな値になることに注意しなければならない。

マイクロストリップラインの導体損と誘電体損の総合の伝送損失における割合については，BL006 のバイア
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図10 設計対象とした可変遅延線の構造

表１　BL006,MLC1000-100の誘電定数

表２　BL006,MLC1000-100を用いた360°可変遅延線シミュレーション効果



ス電圧印加時の誘電体損 L , d# についてはほぼ同等であるが，その他の場合については誘電体損が支配的である。

特に MLC11000-100 の無バイアス時の誘電体損 L , d# は，大きな tand= 値に基づき，大きな劣化を示すことにな

る。また 20，30，40GHz と周波数が高くなると，総合の伝送損失 L , t# および L , t= は小さくなっていく。これ

は材料の誘電体損が減少することの他に 360°の位相変化を与える線路長あたりの導体損 L , c# および L , c= が減

少するからである。この理由は，導体の表面抵抗 Rs が f に比例して増加する反面 360°の位相変化を与える

線路長 l2r がｆに反比例して減少するからである。

これらの考察をもとに液晶を可変遅延線の伝送媒体に用いる場合， fD l が大きく tand# ，tand= の小さい材料

が望ましいが，高速な可変応答を得るために特に立ち下がり時間 dx を減少させるための可変遅延線の液晶層の

構造上の問題を検討することが重要である。つまり dx は液晶層の厚さ d の2乗に比例し,高速化については d を

小さくする必要がある。このことはマイクロストリップラインの導体損の増加をもたらすことになる。従って低

損失で dx の小さい遅延線を開発するためには，実際の液晶層厚 d を減少させずに配向効果を増加させる，すな

わち実効的に d を減少させる効果のある構造を設計することが今後の課題となる。発表資料[13]に示すようにポ

リマー分散液晶を用いることで応答時間特性が改善されることを確認し，継続研究中である。

3.3 まとめ

以上述べてきたように，�マイクロ波・ミリ波帯でのアダプティブデバイスに最適な液晶材料の提案�低損失と

高速応答を兼ね備えた液晶遅延線構造の提案の２点に調査目的を絞り研究を行った。�については①カットバッ

ク法による液晶誘電率の測定法の提案と測定結果②L結合型リング共振器を用いた液晶誘電率の決定法の提案と

測定結果③実効配向係数の提案を行い、�については④液晶装荷可変遅延線設計のための考察を行った。�につ

いては継続して高速化のための検討を行っており、従来液晶ディスプレイ応用で検討されることがほとんどで

あったため、光学測定系を用いた応答時間特性の測定が一般的であったが，我々はマイクロ波帯での誘電率変化

の速度としての応答時間を直接測定できる方法についても研究中である。また，液晶デバイスの高速化を目指し，

現在研究中のポリマー分散液晶[13]の他，実効的に d を小さくするための構造などについて今後さらに研究を進

めていく予定である。
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